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　市議会９月定例会は、９月２日から10月２日までの31日
間の会期で開催しました。平成24年度の一般会計歳入歳出
決算や平成25年度一般会計補正予算など43議案が上程され、
いずれも原案のとおり認定・可決・同意・適当とされました。
　また、平成24年度決算については、９月17日、18日、19日、
20日の４日間で決算特別委員会を開催し、審査を行いました。
　その他人事案件では、公平委員会委員、固定資産評価審査
委員会委員の選任、教育委員会委員の任命は同意、人権擁護
委員候補者は適当と認めました。
　なお、一般質問は９月９日・10日の２日間で行いました。

◦決算特別委員会の審査…………２
◦常任委員会の審査………………４
◦本会議の討論……………………５
◦９月定例会の審議結果…………６
◦人事案件・議員発議……………８
◦一般質問…………………………９
◦常任委員会等の所管事務調査… 16
◦11月市議会定例会の予定… … 16
◦議会を傍聴しませんか……… 16
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歳
入

問	

特
定
財
源
等
の
有
利
な

財
源
確
保
に
努
め
事
業
を
推

進
し
て
い
る
が
、
24
年
度
は

ど
の
程
度
獲
得
し
、
事
業
化

で
き
た
の
か
伺
う
。

答	

補
助
金
の
収
入
額
は
約

18
億
６
５
０
０
万
円
で
前
年

度
と
比
較
す
る
と
約
１
億
３

０
０
０
万
円
減
少
し
て
い
る

が
、
県
補
助
金
か
ら
国
庫
補

助
金
へ
の
組
み
替
え
や
緊
急

雇
用
創
出
事
業
臨
時
特
例
対

策
事
業
費
補
助
金
な
ど
の
県

補
助
金
を
確
保
し
た
。
そ
の

他
、
国
庫
委
託
金
の
確
保
や

市
町
村
振
興
協
会
の
助
成
を

活
用
す
る
な
ど
、
有
利
な
特

定
財
源
等
の
財
源
確
保
に
最

大
限
努
め
た
。

問	

保
育
料
の
収
入
未
済
額

の
内
訳
と
、
不
納
欠
損
に
繋

が
ら
な
い
た
め
に
ど
の
よ
う

な
努
力
を
し
て
い
る
か
伺
う
。

答	

収
入
未
済
額
は
、
公
立

保
育
所
が
３
６
１
万
９
０
０

０
円
、
私
立
保
育
所
が
１
９

６
５
万
１
２
５
０
円
と
な
っ

て
い
る
。
収
納
対
策
は
、
電

話
催
告
や
訪
問
徴
収
の
ほ
か
、

子
ど
も
手
当
等
の
支
給
の
際

に
納
付
相
談
を
実
施
し
て
い

る
。
今
後
も
、
債
権
回
収
対

策
室
と
連
携
し
、
収
納
率
の

向
上
に
努
め
る
。

歳
出

問	

戦
略
広
報
推
進
費
に
つ

い
て
、
事
業
の
効
果
に
つ
い

て
伺
う
。

答	

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
バ
ー

ジ
ョ
ン
ア
ッ
プ
に
よ
る
ス
マ

ー
ト
フ
ォ
ン
対
応
を
24
年
10

月
に
行
い
、
25
年
８
月
に
は

９
万
件
を
超
え
る
ア
ク
セ
ス

と
な
っ
て
お
り
、
24
年
同
月

比
で
１
万
件
以
上
増
加
し
て

い
る
。
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
か

ら
の
ア
ク
セ
ス
も
約
40
％
を

占
め
て
い
る
な
ど
効
果
が
現

れ
て
い
る
。
ま
た
、
市
勢
要

覧
の
改
訂
や
藤
枝
駅
に
大
型

ビ
ジ
ョ
ン
を
設
置
し
、
情
報

発
信
ツ
ー
ル
の
１
つ
と
し
て

機
能
し
て
い
る
。

問	

コ
ン
ビ
ニ
収
納
経
費
に

つ
い
て
、
費
用
対
効
果
を
伺

う
。

答	

24
年
度
の
納
期
内
納
付

が
件
数
で
83
・
09
％
、
23
年

度
80
・
75
％
で
あ
り
、
市
税

４
税
目
で
プ
ラ
ス
２
・
34
ポ

イ
ン
ト
向
上
し
た
。
現
年
度

分
の
市
税
の
収
納
率
で
も

０
・
35
ポ
イ
ン
ト
、
国
保
税

で
は
０
・
85
ポ
イ
ン
ト
向
上

し
た
。
ま
た
、
督
促
状
に
つ

い
て
も
６
万
５
８
８
２
件
発

送
し
た
が
、
23
年
度
比
10
・

５
％
マ
イ
ナ
ス
の
７
７
３
７

件
の
減
少
と
な
っ
て
お
り
、

効
果
が
あ
っ
た
。

問	

戸
籍
住
民
記
録
等
事
務

費
に
つ
い
て
、
市
民
課
の
窓

口
業
務
を
民
間
事
業
者
に
委

託
し
て
い
る
が
、
ど
の
よ
う

に
評
価
し
て
い
る
か
伺
う
。

答	

窓
口
業
務
の
委
託
を
開

始
す
る
前
の
21
年
度
と
比
較

す
る
と
約
５
０
０
万
円
程
度

の
経
費
節
減
が
で
き
て
い
る
。

職
員
の
専
門
性
を
高
め
る
こ

と
と
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
向

上
と
い
う
点
で
進
め
て
き
て

お
り
、
委
託
を
開
始
し
た
年

の
ア
ン
ケ
ー
ト
で
は
96
％
以

上
が
好
意
的
に
と
ら
え
て
い

る
と
い
う
調
査
結
果
も
で
て

い
る
な
ど
、
効
果
が
出
て
い

る
。

問	

認
定
こ
ど
も
園
振
興
助

成
費
に
つ
い
て
、
今
後
の
待

機
児
童
対
策
を
踏
ま
え
て
、

青
島
認
定
こ
ど
も
園
の
取
り

組
み
の
実
績
に
つ
い
て
ど
う

評
価
し
て
い
る
の
か
伺
う
。

答	

待
機
児
童
が
集
中
し
て

い
た
青
島
地
区
の
３
歳
未
満

児
の
待
機
児
童
の
減
少
に
寄

与
し
て
い
る
。
さ
ら
に
、
働

く
保
護
者
の
対
策
と
し
て
有

効
で
あ
り
、
少
子
化
の
流
れ

の
中
で
、
幼
稚
園
全
体
の
刷

新
の
き
っ
か
け
と
な
り
得
る

事
業
で
あ
る
。
今
後
の
幼
稚

園
の
認
定
こ
ど
も
園
化
へ
の

展
開
に
つ
い
て
は
、
25
年
秋

に
実
施
す
る
ニ
ー
ズ
調
査
の

結
果
を
十
分
検
証
し
、
新
し

い
事
業
計
画
を
策
定
し
推
進

し
て
い
く
。

問	

生
活
保
護
費
に
つ
い
て
、

全
国
的
に
生
活
保
護
受
給
者

が
激
増
し
て
い
る
な
か
、
本

市
で
は
23
年
度
に
比
べ
て
減

少
し
て
い
る
が
、
そ
れ
に
対

す
る
評
価
を
伺
う
。

答	

相
談
件
数
は
、
１
８
４

件
と
23
年
度
に
比
べ
25
件
増

え
て
い
る
が
、
一
方
で
、
保

護
申
請
件
数
は
31
件
と
20
件

減
少
し
た
。
こ
れ
は
、
生
活

困
窮
者
が
抱
え
る
課
題
の
解

決
に
向
け
、
相
談
者
の
意
志

を
尊
重
し
た
上
で
、
他
法
他

施
策
の
活
用
と
積
極
的
な
就

労
支
援
を
行
い
、
生
活
保
護

受
給
に
至
る
前
で
の
経
済
的

自
立
が
図
ら
れ
た
こ
と
に
よ

る
も
の
で
あ
る
。
今
後
、
生

活
保
護
制
度
の
適
正
な
運
用

に
向
け
て
、
特
に
、
若
年
層

の
働
け
る
人
た
ち
に
対
す
る

生
活
保
護
受
給
前
で
の
支
援

が
重
要
で
あ
る
と
考
え
る
。

問	

家
庭
系
生
ご
み
回
収
資

源
化
事
業
費
に
つ
い
て
、
費

用
対
効
果
の
視
点
で
こ
の
事

業
に
取
り
組
む
理
由
は
何
か
。

答	

ご
み
を
資
源
化
し
て
循

環
型
社
会
を
構
築
し
て
い
く

こ
と
は
時
代
の
要
請
で
あ
り
、

藤
枝
市
は
こ
れ
に
率
先
し
て

取
り
組
ん
で
い
る
。
そ
の
結

果
、
一
人
１
日
あ
た
り
の
燃

や
す
ご
み
の
量
の
少
な
さ
は

全
国
上
位
に
あ
る
。
今
回
、

仮
宿
に
計
画
し
て
い
る
ク
リ

ー
ン
セ
ン
タ
ー
は
人
口
29
万

人
に
対
し
て
処
理
能
力
２
３

０
ト
ン
と
い
う
全
国
他
市
と

比
較
し
て
も
非
常
に
小
さ
な

規
模
で
の
計
画
と
な
っ
て
い

る
。
こ
れ
は
当
然
、
建
設
費

や
そ
の
後
の
運
転
管
理
等
々
、

大
き
な
コ
ス
ト
ダ
ウ
ン
に
つ

な
が
る
も
の
で
、
目
先
の
コ

ス
ト
よ
り
も
、
将
来
を
見
据

え
た
取
り
組
み
で
あ
る
。

問	

通
級
指
導
教
室
活
用
事

業
費
に
つ
い
て
、
サ
テ
ラ
イ

ト
事
業
に
よ
る
効
果
に
つ
い

て
伺
う
。

答	

サ
テ
ラ
イ
ト
事
業
は
、

青
島
東
小
学
校
と
葉
梨
小
学

校
で
実
施
し
て
い
る
が
、
青

島
東
小
学
校
は
午
前
中
の
み

決
算
特
別
委
員
会

９
月
定
例
会
で
は
、
９
月
17
日
、
18
日
、
19
日
、
20
日
の
４
日
間
で
決
算
特
別
委
員
会
を
開
催

し
、
平
成
24
年
度
一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
企
業
会
計
決
算
を
一
括
し
て
審
査
し
ま
し
た
。
こ

こ
で
は
、
主
な
質
疑
の
内
容
を
掲
載
し
ま
す
。

一
般
会
計
決
算

青島認定こども園
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の
実
施
で
現
在
４
名
、
葉
梨

小
学
校
は
現
在
７
名
が
学
ん

で
い
る
。
ま
た
、
保
護
者
の

送
迎
の
必
要
も
な
く
、
学
校

内
の
移
動
で
指
導
が
受
け
ら

れ
る
た
め
、
以
前
よ
り
も
人

数
は
増
加
し
て
お
り
、
効
果

が
で
て
い
る
。

問	

こ
の
一
・
二
年
で
実
質

収
支
額
が
増
加
し
て
い
る
が
、

26
億
円
余
の
実
質
収
支
額
を

25
年
度
で
ど
う
活
用
し
て
い

く
の
か
伺
う
。

答	

実
質
収
支
額
は
、
25
年

度
当
初
予
算
で
繰
越
金
と
し

て
５
億
円
、
緊
急
対
応
事
業

と
し
て
、
補
正
予
算
で
約
８

０
０
万
円
を
既
に
計
上
し
て

い
る
。
残
り
の
収
支
額
は
約

21
億
３
７
０
０
万
円
と
な
っ

て
お
り
、
25
年
度
に
財
政
調

整
基
金
、
減
債
基
金
合
わ
せ

て
18
億
７
８
０
０
万
円
を
取

り
崩
す
予
定
だ
が
、
消
費
税

増
税
に
伴
う
国
の
緊
急
経
済

対
策
等
を
考
慮
し
た
中
で
、

基
金
繰
入
の
取
り
や
め
、
ま

た
は
減
額
を
考
え
て
い
る
。

あ
わ
せ
て
、
職
員
退
職
手
当

基
金
及
び
財
政
調
整
基
金
の

新
規
積
み
立
て
な
ど
を
考
え

て
い
る
。

問	

介
護
給
付
費
準
備
基
金

繰
入
金
に
つ
い
て
、
基
金
繰

り
入
れ
を
し
な
か
っ
た
が
、

保
険
料
の
値
上
げ
を
含
め
そ

の
要
因
に
つ
い
て
、
ど
う
考

え
て
い
る
か
伺
う
。

答	

歳
入
に
つ
い
て
は
、
第

１
号
被
保
険
者
の
保
険
料
の

増
額
改
定
に
加
え
、
徴
収
比

率
が
前
年
比
で
０
・
18
ポ
イ

ン
ト
改
善
し
、
そ
の
要
因
と

し
て
65
歳
到
達
者
説
明
会
で

の
口
座
振
替
へ
の
勧
奨
や
制

度
自
体
を
理
解
い
た
だ
く
努

力
を
し
た
と
い
う
こ
と
が
あ

げ
ら
れ
る
。
歳
出
に
つ
い
て

は
、
市
内
の
療
養
型
施
設
が

前
倒
し
で
介
護
病
床
を
廃
止

し
た
こ
と
や
、
介
護
老
人
保

健
施
設
の
給
付
費
が
前
年
に

比
べ
て
減
少
し
た
こ
と
で
、

結
果
的
に
黒
字
と
な
り
、
基

金
の
取
り
崩
し
を
行
な
わ
な

か
っ
た
。

問	

国
保
税
収
納
率
は
、
総

合
計
画
目
標
数
値
に
対
し
て

１
０
２
・
８
％
の
実
績
で
、

前
年
度
比
で
０
・
84
ポ
イ
ン

ト
収
納
率
が
上
が
っ
た
と
い

う
こ
と
だ
が
、
不
納
欠
損
額
、

収
入
未
済
額
の
状
況
に
つ
い

て
ど
う
か
伺
う
。

答	
国
保
税
の
現
年
分
収
納

率
は
、
14
年
度
以
来
の
93
％

台
に
乗
り
、
評
価
で
き
る
も

の
と
考
え
て
い
る
。
ま
た
、

収
入
未
済
と
不
納
欠
損
の
関

係
で
は
、
23
年
度
よ
り
も
収

入
未
済
額
が
減
り
、
不
納
欠

損
額
は
増
え
た
と
い
う
状
況

で
あ
る
。
こ
れ
は
、
国
保
の

構
造
が
低
所
得
の
方
が
多
く
、

差
し
押
さ
え
る
財
産
が
な
い
、

あ
る
い
は
差
し
押
さ
え
る
こ

と
に
よ
っ
て
生
活
困
窮
に
な

っ
て
し
ま
い
、
な
か
な
か
収

納
対
策
に
結
び
つ
か
な
い
。

国
民
健
康
保
険
事
業

特
別
会
計
決
算

介
護
保
険
特
別
会
計
決
算

問	

急
性
期
患
者
の
退
院
後

の
受
け
皿
づ
く
り
が
重
要
で

あ
り
、
む
や
み
に
入
院
日
数

を
短
縮
で
き
な
い
と
思
う
が
、

ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
か

藤
枝
市
病
院
事
業

会
計
決
算

問	

24
年

度
は
１
億

７
千
万
円

余
の
純
利

益
を
上
げ

て
い
る
が
、

従
来
ど
お

り
、
引
き

当
て
金
に

積
み
立
て

る
こ
と
を

せ
ず
に
、

未
処
分
利

益
剰
余
金

と
し
て
そ

の
ま
ま
繰

り
越
し
た

理
由
を
伺

う
。 藤

枝
市
水
道
事
業

会
計
決
算

問	

公
共
下
水
道
の
処
理
区

域
内
に
お
け
る
下
水
道
未
接

続
の
世
帯
に
対
す
る
普
及
促

進
の
取
り
組
み
実
績
を
伺
う
。

答	
24
年
度
は
、
８
月
か
ら

年
度
末
に
か
け
て
、
南
部
市

域
を
中
心
に
３
５
６
軒
に
対

し
て
戸
別
訪
問
を
行
っ
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
接
続
を
承
諾

し
て
く
れ
た
お
宅
も
あ
っ
た

が
、
核
家
族
化
に
よ
る
高
齢

者
の
み
の
世
帯
や
景
気
低
迷

に
よ
り
職
を
失
っ
た
世
帯
な

ど
、
生
活
困
窮
を
理
由
に
承

諾
を
い
た
だ
け
な
い
お
宅
も

あ
っ
た
。
市
と
し
て
は
、
今

後
も
継
続
し
て
普
及
促
進
活

動
を
進
め
て
い
く
。

公
共
下
水
道
事
業

特
別
会
計
決
算

問	

市
か
ら
公
社
へ
の
貸
付

金
14
億
円
に
つ
い
て
の
今
後

の
あ
り
方
に
つ
い
て
伺
う
。

答	

25
年
度
で
予
定
し
て
い

る
駅
前
一
丁
目
８
街
区
の
再

開
発
用
地
や
西
高
跡
地
の
処

土
地
取
得

特
別
会
計
決
算

分
が
で
き
れ
ば
、
公
社
の
資

産
は
減
少
し
て
く
る
。
事
業

化
で
き
て
い
な
い
志
太
中
央

幹
線
の
用
地
に
つ
い
て
は
、

残
高
を
見
る
中
で
、
一
般
会

計
で
先
行
し
て
買
い
戻
し
が

で
き
る
よ
う
で
あ
れ
ば
、
公

社
の
整
理
の
道
筋
を
つ
け
て

い
き
た
い
が
、
今
後
の
進
み

方
を
見
る
中
で
判
断
し
て
い

き
た
い
。

伺
う
。

答	

国
の
方
針
が
大
き
く
変

り
、
こ
れ
ま
で
の
病
院
完
結

型
か
ら
在
宅
や
介
護
に
つ
な

げ
る
地
域
完
結
型
へ
と
機
能

分
化
を
促
す
流
れ
に
な
っ
て

お
り
、
特
に
、
今
後
の
二
次

医
療
圏
の
あ
り
方
に
つ
い
て

は
、
医
療
難
民
を
つ
く
ら
な

い
と
い
う
観
点
で
考
え
て
い

く
必
要
が
あ
る
。

答	

未
処
分
利
益
剰
余
金
は

通
常
は
建
設
改
良
等
に
充
て

て
い
る
が
、
今
回
は
、
26
年

度
か
ら
地
方
公
営
企
業
会
計

の
制
度
改
正
が
あ
り
、
そ
れ

に
対
し
て
の
対
応
方
法
が
定

ま
っ
て
い
な
い
こ
と
や
、
25

年
度
会
計
が
損
益
勘
定
留
保

資
金
や
積
立
金
の
残
額
で
十

分
に
対
応
で
き
る
と
判
断
で

き
た
こ
と
に
よ
り
全
額
繰
り

越
し
を
し
た
。

決算特別委員会の様子
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各常任委員会で行われた平成25年度補正予算や条例制定などの
審査の中から主な質疑の内容をお知らせします。常任委員会の審査

﹁
平
成
25
年
度	

藤
枝
市
一
般
会
計
補
正
予
算
︵
第
２
号
︶﹂

問	
防
災
啓
発
費
に
つ
い
て
、
非
常
用
品
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー

ト
付
き
啓
発
チ
ラ
シ
の
配
布
方
法
及
び
高
齢
者
等
へ
の
活

用
指
導
に
つ
い
て
伺
う
。

答	

11
月
20
日
発
行
の
広
報
ふ
じ
え
だ
と
一
緒
に
配
布
す

る
が
、
同
時
に
、
町
内
会
未
加
入
等
、
広
報
の
届
か
な
い

事
情
も
考
慮
し
て
、
市
や
各
公
民
館
な
ど
に
配
置
を
す
る
。

高
齢
者
等
へ
の
対
策
と
し
て
は
、
民
生
委
員
や
地
域
防
災

指
導
員
を
通
じ
て
わ
か
り
や
す
い
場
所
に
張
っ
て
も
ら
い

普
段
か
ら
チ
ェ
ッ
ク
し
て
も
ら
え
る
よ
う
指
導
し
て
も
ら

う
。
12
月
の
防
災
訓
練
に
お
い
て
は
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
を

利
用
し
実
施
し
て
い
た
だ
く
よ
う
各
地
域
に
お
願
い
し
て

い
く
。

問	

市
制
60
周
年
記
念
事
業
に
つ
い
て
、
プ
ラ
ス
ア
ル

フ
ァ
事
業
と
し
て
い
る
も
の
の
内
訳
と
代
表
的
な
事
業
の

具
体
的
内
容
に
つ
い
て
伺
う
。

答	

プ
ラ
ス
ア
ル
フ
ァ
事
業
と
し
て
は
、
来
年
１
月
か
ら

３
月
ま
で
に
実
施
予
定
の
成
人
式
に
30
万
円
、
博
物
館
及

び
田
中
城
下
屋
敷
に
お
け
る
イ
ベ

ン
ト
に
40
万
円
、藤
枝
マ
ラ
ソ
ン
・

リ
バ
テ
ィ
ー
駅
伝
・
椿
園
オ
ー
プ

ン
・
内
野
本
陣
完
成
記
念
事
業
に

各
10
万
円
ず
つ
の
経
費
を
計
上
し

た
。
主
な
事
業
と
し
て
は
、
成
人

式
に
本
市
ゆ
か
り
の
著
名
人
の

メ
ッ
セ
ー
ジ
費
用
を
計
上
し
た
。

総
務
文
教
委
員
会

｢

平
成
25
年
度 

藤
枝
市
一
般
会
計
補
正
予
算
︵
第
２
号
︶﹂

問	

災
害
時
要
援
護
者
支
援
対
策
事
業
費
、
地
理
情
報
支

援
シ
ス
テ
ム
の
活
用
に
つ
い
て
、
地
元
自
主
防
災
会
及
び

所
管
す
る
庁
内
関
係
課
と
の
連
携
は
ど
う
構
築
さ
れ
て
い

く
か
、
ま
た
、
シ
ス
テ
ム
構
築
に
よ
り
、
情
報
が
一
元
化

さ
れ
る
が
、
個
人
情
報
の
開
示
は
ど
う
な
る
の
か
伺
う
。

答	

活
用
に
つ
い
て
は
、
福
祉
、
防
災
だ
け
に
と
ど
ま
ら

ず
、
施
策
的
に
も
利
用
し
て
い
く
考
え
で
あ
り
、
全
庁
的

に
研
究
を
し
て
い
く
。
ま
た
、
新
シ
ス
テ
ム
で
の
情
報
開

示
に
つ
い
て
は
、
今
後
、
庁
内
で
十
分
協
議
し
て
い
く
。

﹁
藤
枝
市
子
ど
も
・
子
育
て
会
議
条
例
﹂

問	

子
ど
も
・
子
育
て
会
議
の
推
進
・
運
営
に
つ
い
て
伺
う
。

答	

条
例
第
７
条
で
、
こ
の
会
議
の
庶
務
は
児
童
福
祉
を

所
掌
す
る
課
と
規
定
し
、
市
長
部
局
の
健
康
福
祉
部
が
所

管
す
る
が
、
教
育
委
員
会
等
の
他
の
部
局
と
も
十
分
に
連

携
を
図
り
た
い
。 健

康
福
祉
委
員
会

｢

平
成
25
年
度 

藤
枝
市
一
般
会
計
補
正
予
算
︵
第
２
号
︶﹂

問	

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
に
つ
い
て
、
道
路
事
業

に
お
け
る
社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金
は
市
の
計
画
ど
お

り
に
交
付
さ
れ
て
い
る
か
伺
う
。

答	

国
が
海
岸
や
河
川
な
ど
の
防
災
面
を
重
点
化
し
て
い

る
た
め
、
道
路
事
業
へ
の
交
付
の
内
示
は
67
％
と
な
っ
て

お
り
、
工
事
計
画
に
見
合
っ
た
金
額
が
交
付
さ
れ
て
い
な

い
。

問	

我
が
家
の
エ
コ
支
援
事
業
費
に
つ
い
て
、
増
額
補
正

す
る
理
由
を
伺
う
。

答	

太
陽
光
発
電
設
備
の
設
置
件
数
や
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
機

器
の
導
入
件
数
に
つ
い
て
、
７
月
に
業
者
へ
の
聞
き
取
り

調
査
を
行
っ
た
と
こ
ろ
、
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ
ム
が
当
初

見
込
み
６
０
０
件
を
上
回
る
７
０
０
件
以
上
、
新
エ
ネ
ル

ギ
ー
機
器
に
つ
い
て
も
５
０
件
以
上
の
希
望
が
あ
り
、
予

想
を
超
え
る
状
況
と
な
っ
た
こ
と
や
、
26
年
度
か
ら
の
消

費
税
率
引
き
上
げ
が
見
込
ま
れ
る
中
で
の
駆
け
込
み
需
要

で
、
さ
ら
な
る
増
加
が
予
想
さ
れ
る
た
め
、
増
額
補
正
に

よ
り
対
応
す
る
。　
　

問	

藤
枝
ブ
ラ
ン
ド
創
設
事
業
費
に
つ
い
て
、
藤
枝
ブ
ラ

ン
ド
創
設
事
業
は
、
ど
の
よ
う
な
流
れ
で
進
ん
で
い
く
の

か
を
伺
う
。

答	

藤
枝
ブ
ラ
ン
ド
創
設
事
業
は
、
一
次
産
品
、
二
次
産

品
、
三
次
産
品
、
六
次
産
品
の
全
体
を
藤
枝
ブ
ラ
ン
ド
と

す
る
た
め
の
取
り
組
み
で
あ
り
、
藤
枝
ブ
ラ
ン
ド
事
業
検

討
委
員
会
に
よ
る
仕
組
み
づ
く
り
か
ら
、
藤
枝
ブ
ラ
ン
ド

推
進
協
議
会
に
よ
る
ブ
ラ
ン
ド
認
定
、
そ
し
て
広
報
活
動

へ
移
行
し
て
い
く
流
れ
で
進
め
て
い
く
。

建
設
経
済
環
境
委
員
会

市制施行60周年記念事業テーマ

こども☆みらい☆輝くまち
for the future, for the children
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納
得
で
き
る
も
の
で
は
な
い

た
め
反
対
す
る
。

賛
成	
歳
入
に
つ
い
て
は
、

市
税
に
お
い
て
、
年
少
扶
養

控
除
廃
止
や
固
定
資
産
税
の

評
価
替
え
な
ど
の
影
響
に
よ

る
増
減
が
あ
り
、前
年
比
０
・

５
％
の
減
少
と
な
っ
て
い
る

が
、
収
納
率
で
は
94
％
と
前

年
度
と
比
べ
０
・
７
％
増
加

し
て
お
り
、
自
主
財
源
確
保

へ
の
努
力
は
注
目
す
べ
き
点

で
あ
る
。
延
滞
金
な
ど
、
滞

納
繰
越
分
へ
の
収
納
強
化
に

取
り
組
ん
だ
点
、
国
・
県
等

の
特
定
財
源
を
積
極
的
に
活

用
し
て
財
源
確
保
に
努
め
て

い
る
点
も
高
く
評
価
す
る
。

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
市
民

に
悪
影
響
を
与
え
る
こ
と
な

く
歳
出
抑
制
に
努
め
る
と
と

も
に
市
民
本
位
の
さ
ま
ざ
ま

な
施
策
が
執
行
さ
れ
た
も
の

と
評
価
す
る
。

　

安
全
・
安
心
の
ま
ち
づ
く

り
を
進
め
る
と
と
も
に
、
周

辺
市
町
と
多
く
の
分
野
に
お

け
る
広
域
連
携
、シ
テ
ィ
ー
・

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
の
推
進
、

４
つ
の
Ｋ
の
推
進
な
ど
多
く

の
事
業
展
開
が
さ
れ
て
い
る
。

　

ま
た
、
市
債
の
繰
上
償
還

を
積
極
的
に
行
い
、
財
政
調

整
基
金
へ
の
積
立
な
ど
財
政

健
全
化
に
も
努
め
て
い
る
。

　

市
民
が
住
ん
で
よ
か
っ
た

と
実
感
で
き
る
、
市
民
本
位

の
た
め
に
充
分
に
汗
を
流
し

た
も
の
と
高
く
評
価
し
、
賛

成
す
る
。

24
年
度
介
護
保
険

特
別
会
計
決
算

反
対	

24
年
度
は
保
険
料
が

月
額
基
準
額
で
７
３
０
円
の

値
上
げ
が
行
わ
れ
た
。
実
質

収
支
１
億
３
千
万
円
の
黒
字

と
基
金
１
億
３
千
万
円
と
併

せ
て
２
億
６
千
万
円
の
財
源

が
あ
り
な
が
ら
、
保
険
料
を

大
幅
に
値
上
げ
す
る
必
要
が

あ
っ
た
の
か
、
市
民
の
立
場

に
立
っ
て
納
得
の
い
く
も
の

で
は
な
い
の
で
、
反
対
す
る
。

賛
成	

歳
入
に
つ
い
て
は
、

介
護
給
付
費
の
増
加
に
伴
う

第
１
号
被
保
険
者
の
保
険
料

の
急
激
な
上
昇
を
緩
和
す
る

た
め
、
財
政
安
定
化
基
金
を

繰
入
す
る
な
ど
適
切
な
措
置

が
講
じ
ら
れ
て
い
る
。

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
保
険

給
付
費
の
実
績
は
見
込
額
の

94
・
７
％
と
下
回
っ
た
が
、

こ
れ
は
市
内
の
療
養
型
施
設

が
前
倒
し
で
介
護
病
床
を
廃

止
し
た
こ
と
や
、
介
護
老
人

保
健
施
設
の
給
付
費
が
前
年

に
比
べ
て
減
少
し
た
こ
と
に

よ
る
も
の
で
、
全
体
的
に
は

円
滑
な
運
営
が
さ
れ
て
い
る
。

　

今
後
も
、
高
齢
化
の
進
展

に
対
応
し
、
安
定
的
な
介
護

保
険
事
業
の
推
進
を
求
め
て
、

賛
成
す
る
。

24
年
度
一
般
会
計
決
算

反
対	

24
年
度
の
市
政
を
一

言
で
総
括
す
れ
ば
、
全
国
モ

デ
ル
と
言
っ
て
も
過
言
で
な

い
非
常
に
優
れ
た
施
策
が
多

く
な
っ
て
い
る
反
面
、
従
来

型
の
遅
れ
た
側
面
を
も
引
き

ず
っ
た
市
政
と
言
え
る
。
市

民
の
立
場
か
ら
容
認
で
き
な

い
問
題
点
を
率
直
に
批
判
す

る
。

　

税
の
滞
納
者
に
い
き
な
り

差
押
え
の
予
告
を
行
う
よ
う

な
執
行
の
態
度
、
中
山
間
地

域
の
さ
び
れ
方
に
本
気
で
対

応
し
よ
う
と
し
な
い
姿
勢
、

高
度
専
門
的
な
分
野
に
臨
時

職
員
が
あ
て
ら
れ
て
い
る
人

事
政
策
、
各
種
料
金
の
値
上

げ
、
生
活
保
護
の
相
談
へ
の

対
応
、
身
近
な
市
民
要
求
に

対
す
る
執
行
率
な
ど
、
以
上
、

　

９
月
定
例
会
で
は
、
賛
否
の
分

か
れ
た
議
案
す
べ
て
に
つ
い
て
、

討
論
が
行
わ
れ
ま
し
た
。

　

こ
こ
で
は
、
そ
の
一
部
を
掲
載

し
ま
す
。

本
会
議
の

討
論

24
年
度
後
期
高
齢
者

医
療
特
別
会
計
決
算

反
対	

75
歳
と
い
う
年
齢
で

別
枠
の
医
療
制
度
に
囲
い
込

む
差
別
医
療
が
、
厳
し
い
批

判
を
受
け
て
い
る
に
も
か
か

わ
ら
ず
導
入
か
ら
５
年
た
っ

て
も
廃
止
し
て
も
ら
い
た
い

と
い
う
国
民
多
数
の
声
に
こ

た
え
よ
う
と
し
な
い
国
に
対

し
、
地
方
議
会
の
討
論
の
場

か
ら
も
強
く
抗
議
し
、
制
度

の
廃
止
を
求
め
る
こ
と
が
必

要
と
考
え
、
反
対
す
る
。

賛
成	

高
齢
者
の
保
険
料
負

担
を
最
小
限
に
と
ど
め
、
国

民
皆
保
険
の
根
幹
を
支
え
る

制
度
と
し
て
定
着
し
、
十
分

機
能
し
て
い
る
。
静
岡
県
後

期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
で

賦
課
決
定
さ
れ
た
保
険
料
に

つ
い
て
、
本
市
で
徴
収
し
広

域
連
合
へ
納
付
す
る
た
め
の

会
計
で
あ
る
。

　

市
と
広
域
連
合
の
連
携
を

充
分
に
図
り
、
適
正
な
運
営

が
行
わ
れ
る
こ
と
を
要
望
し

て
、
賛
成
す
る
。

特
別
職
の
職
員
等
の
給
与

の
特
例
に
関
す
る
条
例

反
対	

10
年
で
６
回
人
事
院

勧
告
の
情
勢
適
応
に
よ
る
引

き
下
げ
が
実
施
さ
れ
、
25
年

度
か
ら
は
退
職
金
が
最
大

４
０
０
万
円
減
額
さ
れ
て
い

る
。
官
が
下
げ
れ
ば
民
が
上

が
る
わ
け
は
な
く
、
負
の
ス

パ
イ
ラ
ル
を
こ
れ
以
上
繰
り

返
す
こ
と
は
避
け
る
べ
き
で

あ
り
、
反
対
す
る
。

賛
成	

市
職
員
に
と
り
削
減

期
間
や
削
減
率
は
妥
当
な
も

の
で
あ
る
と
考
え
、
職
員
を

大
切
に
考
え
て
い
る
市
長
の

苦
渋
の
決
断
で
あ
る
こ
と
が

う
か
が
え
る
。
職
員
の
モ
チ

ベ
ー
シ
ョ
ン
の
確
保
を
図
る

点
か
ら
も
25
年
度
期
間
限
定

で
あ
る
こ
と
、
生
み
出
さ
れ

る
財
源
は
、
今
後
防
災
減
災

対
策
に
あ
て
市
民
サ
ー
ビ
ス

の
一
層
の
向
上
を
図
る
こ
と

を
願
い
、
賛
成
す
る
。

賛成 反対
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認第２号 平成24年度藤枝市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　（歳入140億1,315万7,383円　歳出139億924万1,451円）

認第３号 平成24年度藤枝市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　（歳入4,111万4,326円　歳出4,111万4,326円）

認第４号 平成24年度藤枝市土地取得特別会計歳入歳出決算の認定について
　（歳入4,087万8,017円　歳出4,087万8,017円）

認第５号 平成24年度藤枝市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　（歳入31億2,658万3,376円　歳出31億2,611万7,731円）

認第６号 平成24年度藤枝市駐車場事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　（歳入2,662万8,299円　歳出2,535万2,150円）

認第７号 平成24年度藤枝市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について
　（歳入7,819万3,513円　歳出7,819万3,513円）

認第10号 平成24年度藤枝市病院事業会計決算の認定について
　（収益総額134億1,396万3,470円　費用総額139億4,807万9,680円）

認第11号 平成24年度藤枝市水道事業会計決算の認定について
　（収益総額21億5,027万6,461円　費用総額19億7,885万8,874円）

第53号議案 平成25年度藤枝市一般会計補正予算（第２号）
　（歳入歳出にそれぞれ3億4,200万円追加）

第54号議案 平成25年度藤枝市介護保険特別会計補正予算（第１号）
　（歳入歳出にそれぞれ1億3,600万円追加）

第55号議案 藤枝市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

第56号議案 藤枝市税条例の一部を改正する条例

第57号議案 藤枝市税外収入督促等に関する条例の一部を改正する条例

第58号議案
藤枝市子ども・子育て会議条例
子ども・子育て支援法の制定に伴い、本市の子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な
推進を図るため子ども・子育て会議を設置する。

第59号議案 藤枝市介護保険条例の一部を改正する条例

第60号議案 藤枝市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

第61号議案 藤枝市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例

第62号議案

藤枝市立総合病院使用料及び手数料条例の一部を改正する条例
体外衝撃波疼痛治療装置の導入に伴い、保険適用される足底腱膜炎の治療以外に、スポーツ外来で治
療効果が見込まれるアキレス腱炎等の疾患に対し、保険対象外治療を行うことから、保険対象外治療に
係る料金を新たに定める。

第63号議案 藤枝市岡部農村集会場条例の一部を改正する条例

第64号議案 藤枝市農業担い手センター条例の一部を改正する条例

第65号議案 市営土地改良事業の経費の賦課徴収に関する条例の一部を改正する条例

第66号議案 藤枝市火入れに関する条例の一部を改正する条例

第67号議案 藤枝市道路占用料等徴収条例の一部を改正する条例

第68号議案
藤枝市ペット霊園等の設置及び管理に関する条例
周辺環境との調和及び市民の生活環境の保全を図るため、ペット霊園等の設置に関する許可基準及び
管理に関し必要な事項を定める。

９月定例会で審議された議案等
◆全会一致で原案認定・可決・同意・適当と認める◆
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議案番号
議員名（議席順）

案件・結果

石
井
通
春

大
石
信
生

志
村
富
子

大
石
保
幸

小
林
和
彦

槇
原
正
昭

萩
原
麻
夫

薮
﨑
幸
裕

天
野
正
孝

岡
村
好
男

向
島
春
江

奥
村
祥
久

杉
山
猛
志

遠
藤　

孝

臼
井
郁
夫

植
田
裕
明

池
谷　

潔

百
瀬　

潔

渡
辺
恭
男

池
田　

博

館　

正
義

水
野　

明

認第１号

平成24年度藤枝市一般
会計歳入歳出決算の認
定について
（歳入449億3,747万3,443円）
（歳出422億2,797万4,385円）

認
定× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※

認第8号

平成24年度藤枝市介護
保険特別会計歳入歳出
決算の認定について
（歳入91億7,344万9,534円）
（歳出90億3,855万2,643円）

認
定× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※

認第９号

平成24年度藤枝市後期
高齢者医療特別会計歳入
歳出決算の認定について
（歳入12億8,623万7,158円）
（歳出12億2,670万5,058円）

認
定× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※

第77号議案 特別職の職員等の給与
の特例に関する条例

可
決× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※

発議案第35号 新聞への消費税軽減税率適用を求める意見書
可
決× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※

発議案第36号
消費税増税に伴う医療
機関への特別措置を求
める意見書

可
決× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※

※議長は採決には加われません。

◆賛否の分かれた議案◆ ○賛成　×反対

第69号議案 藤枝市水道事業給水条例の一部を改正する条例

第70号議案 藤枝市公共下水道事業受益者負担に関する条例の一部を改正する条例

第71号議案 藤枝市農業集落排水事業費分担金徴収条例の一部を改正する条例

第72号議案 町の区域の新設及び変更並びに字の区域の変更について

第73号議案 公平委員会委員の選任について

第74号議案 公平委員会委員の選任について

第75号議案 固定資産評価審査委員会委員の選任について

第76号議案 教育委員会委員の任命について

諮問第４号 人権擁護委員候補者の推薦について

発議案第31号 地方税財源の充実確保を求める意見書

発議案第32号 森林吸収源対策及び地球温暖化対策に関する地方の財源確保のための意見書

発議案第33号 自治体病院の安定経営及び医師確保支援を求める意見書

発議案第34号 公的資金補償金免除繰上償還制度の復活を求める意見書
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●
公
平
委
員
会
委
員

　
　

府
川
博
明
さ
ん
（
瀬
古
）

　
　

鈴
木
昭
雄
さ
ん
（
大
東
町
）

●
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
委
員

　
　

松
浦
伸
一
さ
ん
（
大
新
島
）

●
教
育
委
員
会
委
員

　
　

大た
い
し
ゃ社
幸
子
さ
ん
（
岡
部
町
村
良
）

●
人
権
擁
護
委
員
候
補
者

　
　

諏す

訪わ

す
ゑ
さ
ん
（
岡
部
町
玉
取
）

次
の
人
事
案
件
に
つ
い
て
、
本
議
会
は
、

同
意
・
適
当
と
認
め
ま
し
た
。

人
　
事
　
案
　
件

　

今
定
例
会
に
お
い
て
、
議
員
提
出
に
よ

る
発
議
案
（
意
見
書
６
件
）
が
提
出
さ
れ
、

原
案
の
と
お
り
可
決
い
た
し
ま
し
た
の
で
、

そ
の
要
旨
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

◆
発
議
案
第
31
号

「
地
方
税
財
源
の
充
実
確
保
を
求
め
る
意

見
書
」

　

市
が
住
民
サ
ー
ビ
ス
や
ま
ち
づ
く
り
を

安
定
的
に
行
う
た
め
に
は
、
地
方
税
財
源

の
充
実
確
保
が
不
可
欠
で
あ
る
た
め
、
国

に
お
い
て
は
、
地
方
交
付
税
の
増
額
に
よ

る
一
般
財
源
総
額
の
確
保
及
び
地
方
税
源

の
充
実
確
保
を
実
現
さ
れ
る
よ
う
強
く
要

可
決
さ
れ
た
議
員
発
議

望
す
る
。

◆
発
議
案
第
32
号

「
森
林
吸
収
源
対
策
及
び
地
球
温
暖
化
対

策
に
関
す
る
地
方
の
財
源
確
保
の
た
め
の

意
見
書
」

　

地
球
温
暖
化
防
止
の
た
め
の
温
室
効
果

ガ
ス
の
削
減
は
、
地
球
規
模
の
課
題
と

な
っ
て
い
る
が
、
木
材
価
格
の
暴
落
・
低

迷
や
林
業
従
事
者
の
高
齢
化
、
後
継
者
不

足
な
ど
に
よ
り
、
山
そ
の
も
の
が
荒
廃
し
、

自
然
災
害
等
の
脅
威
に
国
民
の
生
命
財
産

が
脅
か
さ
れ
る
と
い
っ
た
事
態
が
生
じ
て

い
る
。

　

国
に
お
い
て
は
、
森
林
・
林
業
・
山
村

対
策
の
抜
本
的
な
強
化
を
図
る
こ
と
に
加

え
、
森
林
の
整
備
・
保
全
等
を
推
進
す
る

市
町
村
の
役
割
を
踏
ま
え
、「
石
油
石
炭

税
の
税
率
の
特
例
」
に
よ
る
税
収
の
一
定

割
合
を
、
森
林
面
積
に
応
じ
て
譲
与
す
る

仕
組
み
の
構
築
を
強
く
求
め
る
。

◆
発
議
案
第
33
号

「
自
治
体
病
院
の
安
定
経
営
及
び
医
師
確

保
支
援
を
求
め
る
意
見
書
」

　

良
質
な
医
療
を
安
全
に
、
か
つ
継
続
し

て
提
供
す
る
自
治
体
病
院
の
社
会
的
使
命

達
成
の
た
め
に
、
国
の
責
任
に
お
い
て
、

医
師
不
足
・
偏
在
を
是
正
す
る
た
め
、
医

師
の
適
正
配
置
の
仕
組
み
を
構
築
す
る
な

ど
、
医
師
提
供
体
制
の
整
備
に
つ
い
て
、

国
の
制
度
や
方
針
を
確
立
す
る
こ
と
、
及

び
、
救
急
医
療
を
は
じ
め
不
採
算
部
門
に

対
し
て
も
適
切
な
措
置
を
講
じ
る
こ
と
を

強
く
求
め
る
。

◆
発
議
案
第
34
号

「
公
的
資
金
補
償
金
免
除
繰
上
償
還
制
度

の
復
活
を
求
め
る
意
見
書
」

　

公
的
資
金
等
の
残
高
は
い
ま
だ
高
水
準

に
あ
り
、
そ
の
金
利
負
担
は
本
市
財
政
運

営
や
公
営
企
業
の
経
営
に
大
き
な
影
響
を

及
ぼ
し
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
高
金
利
の
公
的
資
金
に
係
る
金

利
負
担
軽
減
の
た
め
、
公
的
資
金
の
補
償

金
免
除
繰
上
償
還
制
度
の
復
活
を
求
め
る
。

◆
発
議
案
第
35
号

「
新
聞
へ
の
消
費
税
軽
減
税
率
適
用
を
求

め
る
意
見
書
」

　

新
聞
は
生
活
必
需
品
で
あ
り
、
世
界
の

動
き
か
ら
日
本
、
そ
し
て
地
域
の
動
き

ま
で
伝
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
広
範
な

ニ
ュ
ー
ス
や
情
報
を
正
確
に
報
道
し
、
多

様
な
意
見
・
論
評
を
広
く
読
者
に
提
供
す

る
こ
と
に
よ
り
、
国
民
生
活
の
向
上
に
大

き
く
寄
与
し
て
い
る
。
文
字
離
れ
、
活
字

離
れ
に
よ
っ
て
読
み
書
き
能
力
が
低
下
し

て
い
く
こ
と
は
、
行
政
や
国
の
文
化
政
策

の
観
点
か
ら
も
好
ま
し
い
こ
と
で
は
な
い
。

　

国
並
び
に
政
府
に
お
い
て
は
、
消
費
税

増
税
に
当
た
り
複
数
税
率
を
導
入
す
る
こ

と
、
及
び
新
聞
へ
は
軽
減
税
率
を
適
用
す

る
こ
と
を
強
く
要
望
す
る
。

◆
発
議
案
第
36
号

「
消
費
税
増
税
に
伴
う
医
療
機
関
へ
の
特

別
措
置
を
求
め
る
意
見
書
」

　

医
療
機
器
や
薬
剤
等
、
医
療
機
関
も
消

費
税
を
納
め
て
い
る
が
、
医
療
費
は
非
課

税
で
あ
る
た
め
、
収
入
と
し
て
は
消
費
税

額
を
徴
収
で
き
な
い
。
支
払
っ
た
消
費
税

額
は
控
除
で
き
ず
医
療
機
関
の
費
用
と
な

り
、
不
合
理
な
税
負
担
と
な
っ
て
い
る
の

が
現
状
で
あ
る
。

　

国
民
の
生
命
と
健
康
を
守
る
こ
と
は
国

の
責
務
で
、
医
療
の
安
全
安
心
、
特
に
危

機
に
瀕
し
て
い
る
地
方
医
療
を
守
る
た
め
、

医
療
機
関
に
対
す
る
消
費
税
額
は
５
％
の

ま
ま
に
据
え
置
く
な
ど
、
軽
減
税
率
を
適

用
す
る
こ
と
。
ま
た
、
適
用
し
な
い
場
合

は
、
還
付
金
で
対
応
す
る
な
ど
の
措
置
を

講
じ
る
よ
う
強
く
求
め
る
。
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※質問内容については、それぞれのページをご覧ください。

９月定例会では、13名の議員が市政全般について質問しました。
ここでは、その要旨を掲載いたします。（掲載順は質問順です。）I N D E X一 般 質 問

一
般
質
問

9

東名高速道路新ＩＣ周辺の土地利用について

クリーンセンター事業の推進方針について

問土地利用への具体的な動きや反応について。
答	 工場の遊休土地を活用し、食料品を扱う物流企
業1社と建設機材を賃貸・販売する企業１社が市外
から進出している。市内外の企業からは、当地域に
おける開発の可能性に関する問合せもある。
問 	用途の見直しなど、土地利用の方針について。
答	 本地域の有効活用に係る国・県等の動向をみる
中で、新たな企業の進出や産業を創出する土地利用
の可能性とともに、地域の実情に合わせた土地利用
についても検討していく。
問 	焼津市との広域連携による土地活用について。
答	 本市では、当地域において可能性検討調査を実
施し、厳しい都市的土地利用への規制のもとで、交
通アクセスの優位性を生かした新産業の一つの形態
として、市民農園や観光農園など観光機能の導入、
さらに植物工場や農商工連携及び６次産業化など、
農業と他産業が連携した土地利用について検討して
いる。地元の意向を聴く中、焼津市と連携しインター
周辺の一体的な土地利用の検討を進めていく。

問 	今後における地元と行政との関係について。
答	 環境影響評価と並行して整備計画を具体化して
いくが、地元の皆様に環境影響評価を通じて丁寧で
具体的な説明を行い、ご理解を得ていく。そのため
には、更なる良好な関係を築き、お互いの想いを伝
え話し合いを重ねることが必要であると考える。
問 	地元に有益となる具体的な考えについて。
答	 クリーンセンターは、ごみ焼却だけでなく身近
なごみ問題から自然環境問題を幅広く学べる環境学
習拠点など地域に開かれた施設とするとともに、熱
エネルギーを有効活用しタービン発電や蒸気利用な
どを行うこととしている。また、単独での電気等の
エネルギーを生むことができる施設であり、災害時
には、地元の皆様の避難拠点としての役割を十分に
果たすことができると考える。隣接地に余熱利用施
設等の計画用地を確保し、一体となって非常時での
活用ができるよう、今後、具体的な計画を地元の皆
様に提案し、
建設へのご
理解を得て
いく。

スマートＩＣ予定地と計画案

藤　新　会

議員館
たち

　　正義
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芸術・芸能文化の振興について
問 	第49回の菊花展について。
答	 歴史と文化の融合による菊花展を、県内外に向
けて情報発信し、史跡田中城下屋敷を全国に発信す
る好機とする。又、市制60周年を迎える来年、事
業の拡大に向けた支援を検討する。
問 	お茶の香ロードについて。
答	「茶文化in藤枝」「街かどギャラリー展」等のイ
ベントにより、来訪者も拡大しており、駐車場とし
てグラウンドの解放を検討する。また、多様な媒体
を活用し更なるＰＲをしていく。　　　　　　　　
問 	市民会館リニューアルについて。
答	 市民会館が市民の芸術文化の活動拠点となるよ
う努め、「文化の力でふじえだを元気に」「明るいに
ぎわいと、
豊かに香
る文化の
輝き」を
創出・発
信してい
く。

各医療機関と連携補完し合い、質の高い医療の提供
に努める。

入札改革と公契約条例の制定について
問 	いま建築中の市立病院・救急センター工事(4
億2500万円)の落札率は99.95%だ。不正入札を追
及している全国市民オンブズマン連絡会議によれば、
落札率90％以上は「談合の疑いがある」、95％以
上は「談合が強く疑われる」とされている。その他
にも95％以上が少なくない。「予定価格が漏れない
以上99.9％の入札はありえないのではないか」と
いう市民の声が、わが党議員団にも寄せられている。
どう答えるか。
答	 県が作成した「積算基準書」や「資材等価格表」
は公表されており、設計金額を積算することは可能
である。公平性・公正性・競争性は、確保されてい
ると考える。
問 	いま入札改革が必要ではないか。これまでは価
格だけで競争させてきたが、価格と品質の両方を確
保できる「総合評価方式」を本格的に取り入れるべ
きだ。「総合評価方式」は、不適格業者を排除しや
すい。価格と品質の二つの基準で業者を選定できる
ことから談合防止に効果があるといわれている。地

元業者を優先するような市の政策も、取り入れやす
くなると思うがどうか。
答	 災害時や地元雇用など地元業者の貢献は認識し
ており、災害時の緊急協力、障害者施設等の支援、
地元への貢献や地域の密着度などを評価項目に加え、
公正、適正は勿論のこと地元業者育成の観点も取り
入れた総合評価方式で更なる入札制度改善をすすめ
たい。適切な業者が正当な評価を受けられ、且つ受
注の平準化が図られるよう建設業者指名等審査委員
会を中心により良い制度づくりに取り組んでいく。
問 	いま全国に広がり始めた公契約条例は、下請け
業者や働く人たちが劣悪な状態におかれないように
するために、また談合を排除して公正な入札を実現
するために制定されている。本市はこの両方を統一
した条例制定を考えたらどうか。
答	 いま全国の公契約条例は、最低賃金の支払い義
務等の「労働条項」を入れたものが８自治体、公平・
公正・透明な入札をめざすいわゆる「理念条例」が
４自治体でつくられ
ている。本市として
はその両方を統一し
た条例を慎重に前向
きに研究していきた
い。

市立総合病院救急センター建設工事

お茶の香ロード

病院経営について
問 	経営改善に向けて。
答	 志太榛原医療圏を支える急性期病院として重症
患者を積極的に受け入れ、救急診療と高度な手術の
実施、新規の入院患者の受け入れ態勢を強化、病床
の効率的な活用をし、経営基盤の安定化に努める。
問 	医師、看護師の過重労働の削減は。　
答	 病棟看護師の配置は一般病棟７対１看護体制を
維持し、ＩＣＵは２対１、ＮＩＣＵ（新生児集中治
療室）は３対１看護体制とし、看護業務量に応じ
た必要人数を整え業務の効率化に努める。
問 	女医や看護師等の週30時間勤務制度の導入は。
答	 育児休業や、勤務時間の始業時・終業時の部分
休業制度や育児短時間勤務制度などを実施、さらに、
365日24時間保育も完全実施している。
問 	市立病院の機能分化は。　
答	 地域内の医療機関がそれぞれの役割に基づき、
相互に連携して医療を提供する地域完結型の医療体
制構築が求められ、「地域がん診療連携拠点病院」
として、また、救急・災害医療に強い病院を目指し、

日本共産党

議員大石　信生

藤　新　会

議員遠藤　　孝
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財政の「見える化」と「見せる化」について
問 	財政の「見せる化」で市のホームページに財政
状況が見られる「借金時計」の様な表示は考えられ
ないか？また、表示する場合、全会計（一般+特別
+企業）で1秒あたりどう変動していくのか。
答	 ホームページのトップに「財政」への項目を新
たに設けるほか、内容を充実し、より財政情報を入
手しやすくなるよう取り組む。また、平成25年度
９月補正予算を含めた地方債の変動として全会計で
１秒当たりマイナス102円ずつ減少していく。

省エネルギー施策の推進について
問 	年末のイルミネーションで利用されている「グ
リーン電力証書制度」だが、他のイベントなどでの
活用状況はどうか。
答	 イルミネーション以外にも可能な限り「グリー
ン電力証書」を購入し、自然エネルギーの普及拡
大に努めている。平成24年度は７つのイベントで
4,250kwh分を購入した。さらに活用するイベント
の拡大を図っていきたい。

局の広報誌にがんばっている三ツ星商店街として紹
介された。今後、地域ニーズ調査を進め集客力の向
上と地域コミュニティ再生を推進するためのソフト
事業をさらに充実していき、他の東海道地区の商店
街へ波及させたい。
問 	観光資源と商店街が連動した事業展開について。
答	 本市の観光資源である蓮華寺池公園の普請400
年を契機に拡張整備を進めるとともに、スルガ銀行
跡地へのポケットパーク整備や水守地区から藤枝地
区へ進入路の整備を進め商店街への回遊を考えてい
きたい。
　今後、東海道商店街誘客サポート事業を実施し、
駅周辺や岡部地区の商店街へ拡大させることにより
観光・商店街・まちづくり団体や地域住民の連携に
よるネットワークづくりにもつなげていきたいと考
えている。
藤枝なら
ではの賑
わいのあ
る魅力的
な商業地
づくりを
進めてい
く。

公　明　党

議員大石　保幸

藤枝市の商店街について
問 	藤枝駅北側のアーケードを撤去について。
答	 藤枝駅前アーケードは昭和55年に建設され老
朽化が進み、撤去することにより明るい解放的なイ
メージへと転換でき、ＬＥＤ街路灯に替えることに
より環境に優しく維持経費削減を図ることができる。
問 	次世代の育成と空き店舗対策について。
答	 個店の強化と魅力向上を目的とした『まちゼミ
ナール』の開催を計画しており、現在参加希望店を
募り来年の１月末～２月末の実施を考えている。空
き店舗対策としては、出店を促進するための掘り起
し事業として『シダ・リアル・ビジネス・リンク』
を実施しており、この事業と連携し『開業チャンス
応援事業』として、改装費の一部を補助しており、
23、24年度では計10件の開業支援を図った。
問 	アーケード撤去した上伝馬商店街の今後は。
答	 新たに設置した街路灯は宿場町風のイメージが
街道文化の魅力を発信し、撤去したことにより自主
的に店舗を新築・改装する商店も現れ、全体の意欲
と活気が向上した。これらが評価され関東経済産業

藤　新　会

議員奥村　祥久

アーケード撤去後の駅前商店街

問 	PPS（新電力：特定
規模電気事業者）での過
去の質問で、導入を検討
していくとの答弁があっ
たが、その後の状況はど
の様になっているのか。
答	 来年度４月１日から
の導入に向け、中部・西
部・北部の３給食セン
ターを対象に、複数の事
業者への調査や供給可能
状況の確認を行うととも
に、発注手続きの準備作
業を行っている。

問 	本年６月、国会で「いじめ防止対策推進法」が
成立し、今後、文部科学省が定める「いじめ防止基
本方針」を参考に地方自治体と学校で方針を策定す
ることになるが、どの様に対応されるのか。
答	 本市では平成22年３月「子どもが安心して学
べる学校づくりに向けて」という指針を策定済みで
はあるが、今後示される方針を参考に「地域いじめ
防止基本方針」と「学校いじめ防止基本方針」を作
成し、各学校に十分周知の上、市民総がかりによる
いじめ防止に取り組んでいく。

「いじめ防止対策推進法」の制定を受けて

グリーン電力証書制度を活用 
した駅周辺のイルミネーション
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る市民参加型の新しい戦略に取り組む。医療費の適
正化については、人口透析予備軍のリストアップに
より、効果的な訪問指導への活用を進め、重症化の
予防に努めていく。

クリーンセンター事業の新たな展開について
問 	今回、市と仮宿町内会・考える会とで交わした
環境影響評価実施の、確認書の内容について伺う。
答	 確認書では、「仮宿町内会は環境影響評価の実
施に協力する。施設整備受け入れの是非については
環境影響評価を通じて、クリーンセンター整備計画
の安全・安心を確認、また、藤枝市が施設の整備に
伴い仮宿地区の発展に最大限取り組んでいくことを
確認した上で判断していく。」ことを確認している。
問 	市長は、環境影響評価実施という現在の状況を
どう捉えているのか伺う。
答	 環境影響評価に着手することでクリーンセン
ター建設への道筋を明確につけることができたと考
えている。確認書の内容について確実に取り組むこ
とで、地元の皆様の理解が得られ、それによりクリー
ンセンター建設が現実のものになると確信している。
問 	新施設の稼働目標年度について伺う。
答	 現在進めている環境影響について、本年度は方
法書の作成に取り組み、その後行う現況調査、準備
書及び評価書の作成までを平成28年度前半までの

概ね3年間をかけて実施する予定。その後、地元の
了解を得た後、入札、実施設計等を行い建設に着手
し、平成32年度当初の施設稼働を目指していく。

医療費適正化について 問 	当市が今後目指す公民館の在り方を伺う。
答	 地域住民の知識、教養の向上、心身の健康増進
を図るため、様々な事業を随時行い、生涯学習を支
援するための環境整備も進めていく。また、行政セ
ンターとして迅速な行政サービスの提供と市民活動
の支援を行い、地域の発展と絆づくりに貢献できる
拠点となることを目指す。
問 	災害時における行政センター長への大きな権限
付与について伺う。
答	 大規模な自然災害時には、行政センター長は防
災拠点責任者の一人として情報収集・伝達、救助・
救護活動等の指揮を執るなど大きな権限が付与され
ている。平常時には自主防災会をはじめ関係機関と
地域防災連絡会を開催し、地域防災力の向上に努め
るなど、大きな役割を持っている。
問 	公民館の指定管理への移行について考えを伺う。
答	 生涯学習施設としての機能や行政センター機能、
有事には地域防災拠点としての機能をもつため、市
が直接、地域に応じた施策を実施できる直営制度を
維持する。

使い易く機能性のある公民館を目指して

問 	ジェネリック医薬品の推進について伺う。
答	 昨年度、ジェネリック医薬品のリーフレットを
作成し周知に努めるとともに、志太医師会の会報に
使用促進の協力依頼記事を掲載した。本年度は、新
薬からジェネリック医薬品に切り換えた場合の差額
通知を送付し、なお一層の利用促進を図る。
問 	当市のレセプト分析の活用について伺う。
答	 レセプトの診療報酬のチェックを行い、疑義が
生じた場合は国保連合会に再審査請求するなどの活
用をしている。また、重複受診者などをコンピュー
タで抽出し、保健師による訪問個別指導を行ってい
る。さらに、慢性腎不全などの腎疾患は重症化の原
因をレセプト情報から個別に分析・検証し、新たな
人工透析患者の追跡調査を行い、今後の発生予防に
役立てている。
問 	生活習慣病対策や医療費の適正化
に向けた医療の方向性について伺う。
答	 健診の受診率向上や健康マイレー
ジ、健康スポット20選等に代表され

藤　新　会

議員杉山　猛志

市民クラブ

議員岡村　好男 ゲリラ豪雨の危機管理と治水対策について
問 	黒石川の河川改修が本年度着手されるが、早期
完成とはならないのか伺う。
答	 栃山川水系改修促進協議会の要望活動を鋭意進
めた結果、本年度、静岡県により最下流部から工事
着手となったが、焼津市域の河川改修が完了するま
で相当程度要するものと考えている。
問 	黒石川流域（黒川）の浸水被害、道路冠水の解
消のため、バイパス水路や調整池の実施を提案する
が伺う。
答	 高柳地区の浸水被害の解消を図るには、直接的
には黒石川本川の改修であるが、長期間を要するた
め、浸水被害軽減に向けたバイパス水路の整備等、
短期的に対応可能な対策を進めていく。また調整池
の設置は、浸水被
害解消の有効な手
段であり、容量、
設置場所及び事業
手法等の研究を進
めていく。

高柳３丁目黒川からの集中豪雨被害
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農業環境整備に向けた市の施策について
問 	農業の健全化を図る施策を伺う。
答	「集落営農の法人化支援」を行っており、現在、
市内に４社の農事組合法人があるほか、さらに１
つが設立に向け準備をしている。平成24年度には、
36件10.83haの農地の貸し借りによる農地流動化
の促進や、2.22haの農地集約化を図った。
問 	基本的な農業環境の整備促進について伺う。
答	 県営土地改良事業により葉梨・朝比奈線の整備
を進め、葉梨西北地区の中山間地域総合整備事業で
も整備を実施しているほか市事業による改良や原材
料支給による地元協力をお願いしている。
問 	農業再活性事業の具体的な展開について伺う。
答	 これまで実施してきた施策推進とともに新たに
藤枝ブランドを認定し、全国に情報発信し販路拡大
を図る等、地域とともに創意工夫を活かした取組み
を検討・推進することで、農業・農村の多面的機能
の維持・増大を促進していく。

給食アレルギーについて
問 	先生方への研修・勉強会について伺う。
答	 本年度は養護教諭を対象に市教育委員会主催の
研修会を開く。またアレルギー児童生徒が入学また
は転入した時点でどの学校も同様の対応ができるよ
うアレルギー対応マニュアルを作成していく。
問 	放課後児童クラブでの対応を伺う。
答	 全身性症状を引き起こす可能性がある児童が在
籍した場合には、保護者、市社会福祉協議会、市の
三者が協力関係のもと、発症防止と発症した場合の
対応策を個別かつ具体的に確認し対応している。
問 	近隣市の状況を調査し、近い将来のアレルギー
対応食の提供を藤枝市としてどう考えていくのか。
答	 島田市は、平成27年稼働予定の新施設にはア
レルギー対応室が計画されているが、焼津市におい
ては現在のところ予定もない。今後のアレルギー対
応食の提供については、給食施設全体のあり方と併
せて、アレル
ギーに対応して
いる学校給食セ
ンターの状況を
踏まえて、検討
を進めていく。

ゲリラ豪雨に対する高洲地区水路対策について
問 	７月17日のゲリラ豪雨の被害について、私は高
洲（兵太夫中地区）の住民の方にお話を伺った。抜
本的に解決するとされて
いる下流からの工事が今
年度から始まったが、そ	
の工事でこの地区の氾濫
が改善するのは何年後か。
答	 黒石川本流工事は県
事業であり、試算すると
30年かかる。栃山川水
系改修促進協議会会長で
ある藤枝市長として、県
や中部地方整備局に真剣
にお願いしていく。
問 	毎年水害に悩んでいる人にとって30年はとて
も待てない。当該箇所の解決には、排水機能を持っ
た調整池設置をすべきではないか。
答	 調整池の必要性は十分認識している。設置場所、
容量等総合的に今後研究する。

岐路に立つ生活保護制度、市はどう向き合うか

日本共産党

議員石井　通
みち

春
はる

市民クラブ

議員天野　正孝

問 	憲法25条で定める「生存権」は、具体的には生
活保護法で「健康で文化的な生活水準」を維持する
こととされている。ところが高校進学率一つ見ても
全体では97％であるのに対し、生活保護世帯は81％。
貧困が教育の機会を奪っているのは明らかである。
　生活保護世帯は、学資資金や仕事上必要な車の経
費など人として当たり前の部分にお金をかけるとた
ちまち食費を削らなければならないのが実態ではな
いか。「健康で文化的な生活」とは、死なない程度
に生きろと言う意味ではない。
答	 現状の制度の中では、充分な保護費であると考
えている。
問 	生活保護は「国民誰もが無差別平等」に受ける
ことが出来る。しかし、本市では相談者が窓口に来
た際、長時間の面談後、保護に値すれば申請である。
無差別平等であるならば、保護申請を受理した上で、
面談調査をし、他法他施策活用の検討をすべきだ。
答	 相談者にはそれぞれ課題があり、申請に至る前
に解決することもある。申請の意思を含めて話を伺
い、保護申請に値すれば、相応の対応をしている。
問 	生活保護基準引下げは、それに準拠する就学援
助や市民税非課税、公営住宅家賃等にも影響する全
世代に対する改悪だ。格段の措置をすべきでは。
答	 現段階での影響は不明、措置は検討していない。

豪雨で冠水した道路（兵太夫中地区）

藤枝給食食べさせ隊ブログより
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答	 平成18年度からいじめの定義を広くとらえる
こととなり、平成18年度以降は大幅に認知件数が
増加した。また、昨年度は滋賀県大津市のいじめ問
題が大きな社会問題となり、市内の各学校が未然防
止・早期発見・早期対応に努めた結果、いじめの認
知件数は前年度と比較して大幅に増加している。
問 	今後のいじめ問題の減少に向けての目標数値と
取り組み対策について伺う。
答	 いじめは人間として絶対に許されない卑劣な行
為であるという毅然とした姿勢で、今後もいじめ問
題に対応していく。具体的な目標数値を何件という
ことは難しいが、１件でも少なくし、いじめで苦し
む子どもたちをなくしていきたいと考えている。
　今後も生徒指導方針の『子どもが安心して学べる
学校づくりに向けて』とともに、県による『静岡県
いじめ対応マ
ニュアル』な
ども活用しな
がら、いじめ
問題に丁寧に
取り組んでい
く。

志太郡衙跡の利活用について
問 	志太郡衙跡の入場者数及び観光資源としての評
価について伺う。
答	 郡衙跡は、奈
良・平安時代の志
太郡の役所跡とし
て、歴史を伝える
貴重な資産であり、
様々な講座、イベ
ントを開催し、毎
年入場者数が増加
している。本市を
代表する歴史資源、観光資源として、市内外に情報
を発信し、魅力ある講座やイベント等を開催し、さ
らなる入場者数の増加に努めたい。
問 	学校教育との連携の現状について伺う。
答	 平成24年度は青島地区とその周辺地区の小学
校６校、中学校３校、児童・生徒数にすると合計
889名が来場している。郷土の歴史遺産への理解を
深め、学習に役立てるように、今後も更に市内外の

教育問題について
《小・中学校の不登校児童・生徒の状況について》
問 	過去10年間の不登校児童・生徒の人数の推移
について伺う。
答	 小学校は平成19年度が一番多く40名で、その
後は減少傾向となり、昨年度は28人となっている。
中学校では、以前は100名を越える不登校生徒がい
たが、平成22年度からの３年間は100名以下であ
り、昨年度は88名となっている。
問 	今後の不登校児童・生徒の減少に向けての目標
数値と取り組み対策について伺う。
答	 不登校児童・生徒の背景は、その子自身の心の
問題や学業不振、家庭的な問題など様々な要因が絡
み合っており、減少に向けて具体的な数値目標は難
しいものがあるが、不登校の子どもたちが一人でも
多く学校に復帰できるように丁寧に、着実に働きか
けをしたいと考えている。

《小・中学校のいじめ問題の状況について》
問 	過去10年間のいじめの件数の推移を伺う。

会派に属さない議員

議員池田　　博

藤　新　会

議員槇原　正昭

今後の財政運営の動向について
問 	経常収支比率の変動の要因と今後の動向、将来
見込について伺う。
答	 経常収支比率が上昇している主な要因は扶助費
の増加や国民健康保険等の特別会計に対する繰出金
の増加によるもの。今後の動向としては、斎場建設
やクリーンセンター整備に伴う公債費、社会資本施
設の維持補修費の増加も悪化の要因として想定され
る。このため、新規及び既存事業の見直し、徴収体
制の強化による自主財源の確保をはかるとともに、
消費税率の改定に伴う、国と地方の役割分担に合わ
せた財源確保について、国に強く要請していく。
問 	繰上償還に対する現在の取り組みについて伺う。
答	 繰上償還への積極的な取り組みや市債発行の抑
制に努めたことにより、市長就任以来、本年度末ま
でに約140億円の市債の縮減ができる見込みである。
今後も事業の平準化を基本とした中期的な財政収支
見通しを着実に実施し、節約により積み立てた財政
調整基金の有効活用により、市債に依存しない財政
運営に努めていく。

志太郡衙出土品「円面硯」

運動会５，６年生組体操の様子

多くの学校に働きかけていく。
問 	郡衙敷地内の駐車場の整備について伺う。
答	 文化財保護法の関係で、現状変更は認められない
状況だが、今後、可能な範囲での駐車場確保に努めて
いく。
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地域性をより生かした放課後児童クラブの運営を
問 	長期休業中の朝７時30分受け入れについて、
保護者との話し合い及び、協働・協力しての解決へ
の取り組みはどうか。
答	 子育て世代が住んでみたくなるまち、そして選
ばれるまち藤枝にしていくためには、保護者が働き
やすい環境を整える必要がある。長期休業中の７時
30分からの開所については、指導員の確保や受益者
負担等、課題はあるが、開所時間の延長を望む声を
多くの保護者から伺っているので、保護者へのより
詳細なニーズ調査や地域子育てアドバイザー等の意
見を伺いながら次年度からの実施に向けて検討する。
問 	市社会福祉協議会の本部職員１名が実施する全
クラブ巡回指導はどのように行っているか。
答	 全クラブを訪問し、新任指導員への助言や、障
害児への関わり方を指導し、特に応援の要請があっ
た児童クラブへは、重点的に指導にあたり、逐次、
問題の解消に努めている。
問 	地域の子どもは地域で育てるというために置か
れた地域子育てアドバイザーの活動状況はどうか。

藤美園をもっと介護予防に役立てる工夫を
問 	行政・指定管理者の社協・老人クラブが協働し、
もっと介護予防を意識した利用を進めてはどうか。
答	 社協も老人クラブ対象の介護予防教室を実施し、
新たに、楽しみながらの講座や教室を工夫している。
とにかく来園者を増やすことが課題であり、現在運
行されていない地区へ送迎バスを運行させ、新たな
利用者を開拓しようと計画している。また、市の介
護福祉課が65歳に
なった誕生月に行う、
介護保険証を渡すた
めの説明会（毎月2・
300人参加）で、藤
美園をPRすること
を考えている。

市制施行60周年の目玉施策と４つのＫの目標について
問 	次年度の目玉政策は何か？
答	 市制施行60周年を迎えることを契機に、「藤枝
の良さを改めて知ってもらうこと」「市民協働を推
進して市民参画を促すこと」「行政基盤の強化を図
ること」の３つの取組を実施することで、「元気共奏・
飛躍ふじえだ」の理念のもと、60周年にふさわしい、
一層飛躍する藤枝の基礎づくりを進めていく。
問 	重要施策「４つのＫ」の次年度目標は？
答	「日本一を目指す」との高邁な理念のもと、そ
れぞれの分野についてこれまで取組を進めてきたが、
今後もこれまでの実績を自信に、さらに効果の高い
施策を進め、全ての市民の思いや行動が「４つの日
本一」に向かうように努めていきたい。

高齢者の安全安心対策について
問 	倒壊が懸念される高齢者世帯はどれくらいか？	
答	 平成20年の住宅・土地統計調査では、昭和55
年以前の住宅11,830戸のうち、耐震性の劣る住宅
は、8,487戸、約72％と推定している。

公証人役場を本市に誘致してはどうか
答	 この地域にない公的機関が誘致できれば、必要
な行政サービスをより身近で受けることが可能とな
り、有益であると考えるが、現状のままでは、困難
かと思われるため、静岡地方法務局藤枝出張所の移
転に併せて、「出張所から支局への格上げ」と、「公
証人定員規則の見直しによる定員の増員」に関して
関係機関に要望していきたい。

藤　新　会

議員植田　裕明

　昭和56年以前の住宅に
居住している高齢者世帯は、
固定資産台帳と住民基本
台帳から4,205世帯が抽出
されるが、住宅の耐震性能
の把握ができないため、先
程の比率72％を乗じ、約
3,000世帯が倒壊等のおそ
れのある住宅に居住と推定
している。
問 	高齢者を狙う悪質商法
等への防止策は？
答	 今年１月から７月までの振り込め詐欺は５件で、
総額3,200万円の被害が起きている。あらゆる機会
をとらえて、市民の日常の話題になるような形で情
報を常に提供し、地域と一体となって見守り活動を
推進するなど、防止対策に努めていきたい。

地震対策

答	 18クラブ、全体で57人いる。クラブ運営の相
談役として主任指導員に適切な助言をしたり、子ど
も達とのふれ合いのなかで関わりを深めている。ま
た、保護者、学校、地域、社協との連携に関する助
言や、側面的な支援を要請していく。
問 	相談、協力する仲間をつくっておくのに、保護
者会はあったほうがよいと考えるが、どうか。
答	 保護者会についての放課後児童クラブの指導要
綱・要領に記載し、組織化に努める。

藤美園
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３
年
前
か
ら
実
施
し
て
お
り
ま
す
、
市
議

会
と
市
民
の
皆
さ
ん
と
の
議
会
報
告
会
及
び

意
見
交
換
会
（
タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
）
が

今
年
も
開
催
さ
れ
ま
し
た
。

　

タ
ウ
ン
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
成
功
の
為
、
広
報

広
聴
委
員
会
も
三
重
県
鳥
羽
市
を
始
め
先
進

市
を
視
察
し
て
き
ま
し
た
が
、
い
か
に
大
勢

の
方
に
来
て
い
た
だ
け
る
か
、
ど
こ
も
試
行

錯
誤
の
よ
う
で
す
。
場
所
や
時
間
の
問
題
も

あ
り
ま
す
が
、「
ま
た
来
て
み
た
い
」
と
思
っ

て
い
た
だ
け
る
充
実
あ
る
内
容
に
す
る
事
が

大
事
だ
と
思
い
ま
す
。
皆
様
か
ら
の
ご
意
見

を
是
非
お
聞
か
せ
く
だ
さ
い
。

　

市
議
会
広
報
広
聴
委
員
会
副
委
員
長

石
井　

通
春

　

11
月
市
議
会
定
例
会
は
、
11
月
25
日
か
ら

12
月
19
日
ま
で
の
25
日
間
の
会
期
で
開
か
れ

る
予
定
で
す
。

11
月
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本
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（
※
）

議
案
上
程
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４
日　

本
会
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日
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（
※
）

一
般
質
問

５
日　

本
会
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日
目　
（
※
）

一
般
質
問

６
日　

本
会
議
４
日
目　
（
※
）

一
般
質
問
・
議
案
質
疑

９
日　

現
地
審
査

10
日　

常
任
委
員
会

11
日　

常
任
委
員
会

19
日　

本
会
議
５
日
目　
（
※
）

採　

決

（
※
）
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
ぜ
ひ
ご
覧
く
だ

さ
い
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議
会
は
、
ど
な
た
で
も
傍
聴
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
皆
様
の
生
活
に
直
結
し
た
重
要

な
問
題
が
審
議
さ
れ
ま
す
。
お
気
軽
に
お
越

し
く
だ
さ
い
。

　

本
会
議
の
当
日
、
市
庁
舎
５
階
の
傍
聴
席

入
口
で
受
付
し
て
い
ま
す
。
受
付
は
、
ご
住

所
と
お
名
前
を
記
入
す
る
だ
け
で
す
。

問
い
合
わ
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【
議
会
事
務
局
】

　
　
　
　
　
　

電
話
６
４
３—

３
５
５
２

常
任
委
員
会
等
の
所
管
事
務
調
査

議
会
運
営
委
員
会
・
各
常
任
委
員
会
は
、
先
進
都
市
等
の
視
察
を
お
こ
な
っ
て
い
ま
す
。

平成25年８月８日～９日
◦京都府京田辺市
一人一人が輝く京田辺っ子の育成に向
けた教育について
京たなべスマートフォンプロジェクト
について
◦京都府京都市
～子どもも大人も共に学び育つまち～
京都市の教育改革

総務文教委員会

平成25年８月５日～６日
◦山形県酒田市
　日本海総合病院の経営等について
◦山形県山形市
　山形市立病院の経営等について

健康福祉委員会

平成25年７月30日～ 31日
◦神奈川県鎌倉市
再生可能エネルギー導入促進に向けた
取り組みについて

◦埼玉県行田市
『行田エコタウン』の創出に向けた取
り組みについて

建設経済環境委員会

平成25年７月23日～ 24日
◦神奈川県逗子市
　議会活性化への取り組みについて
◦千葉県柏市
　議会活性化への取り組みについて

議会運営委員会

11
月
市
議
会
定
例
会

議
会
を傍
聴
し
ま
せ
ん
か

〔生中継・録画配信〕

議会インターネット配信

本会議の様子や議会会議録がインターネットで
ご覧いただけます。詳しくは市議会ホームペー
ジをご覧ください。


